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年金体制の変容：縮減から再編へ
Transformations of Pension Regimes: 
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表１　OECD諸国における社会支出（対GDP比％）1980－2013




大陸ヨーロッパ（１） 22.2 23.8 24.5 25.9 116.9
南ヨーロッパ（２） 15.7 18.9 21.7 25.5 162.9
東ヨーロッパ（３） -- 19.9 18.9 20.5 --
北欧諸国（４） 23.1 28.0 25.9 27.4 118.7
イギリス 18.4 19.1 19.8 23.5 127.9
オーストラリア、カナダ、
ニュージーランド 15.3 18.1 17.4 19.3 126.7
アメリカ合衆国 13.4 14.9 15.8 19.2 143.5
日本 11.1 13.4 17.8 21.5 194.3
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つのパターンに分け考察した。年金は長期にわたる制度であり、また過去の制度設計や制
度改革の帰結として成立し、将来の制度の方向性もそれまでの経緯に規定される経路依存
性が高い制度であった。また年金は世代間あるいは世代内における「契約性」が高い制度
であるため、年金制度改革においては常に全体のバランス、すなわち公的年金の縮小に対
する私的年金の拡充というように、常に「公―私」のバランスを考えながら制度改革が行
われてきた。24しかしながら2000年以降の制度改革をみると、伝統的な年金体制はそれま
での経路を逸脱し、また年金財政の支出の抑制を行いながらも公的年金制度の安定や充実
を図る「縮減」政策から、制度そのものを「再編」する改革へと変化してきている。そも
そも公的年金の役割は少なくとも老後の最低限の生活を保障し維持するために必要な主柱
の制度であり、その制度を持続させるためにも補完的な制度として付加年金や私的年金の
創設が必要である。しかしながら「再編」は、「公―私」のバランスによる制度改革では
なく、年金自体の「役割」を変え「帰属性」を重視した制度改革である。すなわち公的年
金の縮減を行う一方、年金制度そのものを「個人」の意思に帰属させた形で制度を再編し
ているのである。スウェーデンの年金改革でみられた公的年金の「概念上の確定拠出制度
（NDC）」や公的年金への積立方式の導入、確定拠出型私的年金制度への強制加入あるい
は自動加入などの制度改革は、公的年金の縮小に対する私的年金の拡大ではなく、年金を
「個人勘定＝貯蓄」の制度とし、個人の意思や責任に基づいた制度（個人勘定型年金体制）
として再編しているのである。このことは、年金という制度を用いて個人に、特に現役世
代に対して貯蓄を推進し、将来、公的年金制度への依存を無くし縮小することを意図した
政策と考えることができる。しかしながら個人勘定にはリスクも内在しているため、個人
勘定型年金制度を含めた形で、年金制度の役割を再考し、いかに持続ある年金制度を構築
するか、今後の課題として検討しなければならない。
24	 ボノーリーとパリエらは、1980年代以降のビスマルク型福祉国家体制における年金改革の推移に
ついて以下の4つのステージに分けている。第1ステージでは高齢化に伴う年金財政の減少は、年
金保険の拠出率の増加あるいは政府によって補填するため年金の縮減は行わない。第2ステージ
では拠出率の上昇を抑えつつ穏健な縮減政策を遂行する。この穏健な縮減においては、私的年
金への加入を奨励する政策が行われる。第3ステージでは縮減政策によって賦課方式の公的年金
への依存率を下げる一方、積立型私的年金を導入し、賦課方式の公的年金から私的年金へ移管
させる。第4ステージでは、強制的加入を義務付ける積立私的年金を導入し、私的年金の拡大に
よって公的年金のさらなる縮減を行う。以上の4つのステージによって「公」から「私」への政策
変容が行われたと分析している。Giuliano	Bonoli	and	Bruno	Palier,	 ‘When	Past	Reforms	Open	
New	Opportunities:	Comparing	Old-age	Insurance	Reforms	in	Bismarckian	Welfare	State,	Social	
Policy	and	Administration ,	Vol.	41,	No.	6,	2007	pp.	555-573,	p.557.
（付記）本研究はJSPS科研費15K03282の助成による研究成果の一部である。
